
 

 

 

 

 

第８期 

たつの市 

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画 

概要版 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年３月 

たつの市 
 
  



 

 

1 

 計画策定の趣旨 
 

介護保険制度は、高齢者を社会全体で支え合う仕組みとして平成 12 年に創設され、これまでの間、

介護を必要とする状態になっても安心して生活が送ることのできる重要な制度として定着してきまし

た。一方で、高齢者の増加に伴う介護給付費の増加や介護保険料の上昇、さらには介護難民の問題や老

老介護・認認介護、介護職の人材不足など様々な課題が浮き彫りとなっています。 

こうした中で、団塊の世代が後期高齢者となる令和７年(2025 年)や団塊ジュニア世代が高齢者とな

る令和 22年(2040 年)を見据えて、重度の要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

人生の最後まで続けることができるよう、医療・・介護・・予防・・住まい・生活支援が包括的に提供される

地域包括ケアシステムの構築を推進することが必須となっています。また、人と人、人と社会がつなが

り、一人ひとりが生きがいや役割をもち、助け合いながら暮らしていくことのできる地域共生社会の実

現に向けた地域づくりの推進も求められています。 

本市では、平成 30年３月に策定した・ 第７期たつの市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画」にお

いて、基本理念である『 福祉・医療・保健」の連携のもと高齢者が住み慣れた地域で安心していきい

きと暮らせるまちづくり』の実現に向け、地域包括ケアシステムの構築や地域共生社会の実現に向けた

取組を行ってまいりましたが、計画期間が満了したことから、このたび新たに高齢者を取り巻く環境の

変化を踏まえながら 第８期たつの市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画」を策定するものです。 

 

 計画の位置づけ 
 

本計画は、高齢者福祉計画が介

護保険事業計画を包含した形で

一体的に策定したものであり、本

市における高齢者福祉施策の総

合的指針として位置付けられる

ものです。 

また、本計画は、国の基本指針

に基づき、兵庫県老人福祉計画

（介護保険事業支援計画）、兵庫

県保健医療計画との整合を図り

ながら、第２次たつの市総合計画

を根幹として、地域福祉計画を基

盤に市の各計画やたつの市社会

福祉協議会第３次地域福祉推進

計画との内容の調和を保つもの

となっています。 

  

高齢者福祉計画

◇高齢者福祉施策の総合的指針

◇介護保険以外の高齢者福祉の具体的施策

た
つ
の
市
総
合
計
画

介護保険事業計画

◇介護保険に関する事業見込

整
合

老人福祉法

介護保険法

連
携

たつの市社会福祉協議会地域福祉推進計画

兵
庫
県
老
人
福
祉
計
画
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護
保
険
事
業
支
援
計
画
）

兵
庫
県
保
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療
計
画
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祉
法

介
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険
法
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療
法
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画

たつの市障害者計画

たつの市障害福祉計画

たつの市障害児福祉計画

たつの市地域公共交通網形成計画

たつの市子ども・子育て支援事業計画

たつの市健康増進計画・食育推進計画

整
合

データヘルス計画、特定健康診査等実施計画等
その他関連分野計画

社
会
福
祉
法
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（１）高齢者福祉計画の位置付け 
本計画は、老人福祉法第 20 条の８に基づく老人福祉計画として、本市の高齢者福祉に関する総合

計画として位置付けられます。 

 

（２）介護保険事業計画の位置付け 
本計画は、介護保険法第 117 条第１項の規定に基づくものであり、利用者が自らの選択により福

祉・・医療・・保健にわたる総合的な介護サービスが受けられるよう、今後３年間の年度ごとに必要なサ

ービス量とその費用を見込みます。 

 

 計画の期間 
 

 介護保険事業計画」は介護保険法第 117 条第１項の規定に基づき、３年を１期として計画内容を

見直す必要があります。 

このため、新たに令和３年度から令和５年度までを計画期間とする第８期計画を策定しました。ま

た、令和７年（2025 年）には団塊の世代が 75 歳を迎え、令和 22 年（2040 年）には団塊ジュニア世

代が高齢者となり、人口の高齢化は、今後さらに進展することが予想されているため、第８期計画では

令和７年（2025 年）や令和 22年（2040 年）を見据えた計画として策定しました。 

 

 

  

2025年度までの

中長期的見通し

（本 計 画）

2025・2040年度

までの中長期的

見通し

第７期

平成30～令和２年度

（2018～2020年度）

第８期

令和３～５年度

（2021～2023年度）

第６期

平成27～29年度

（2015～2017年度）

第９期

令和６～８年度

（2024～2026年度）

第10期

令和９～11年度

（2027～2029年度）

2025年

団塊の世代が75歳 2040年

団塊ジュニア世代が

65歳
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 高齢者を取り巻く現状 
 

（１）現在の人口構造 

本市の人口は令和２年９月末現在で、男性 36,640 人、女性 39,070 人、合計 75,710 人となってい

ます。年齢階層別にみると、男性、女性ともに 65～69 歳」、 70～74 歳」と 45～49 歳」が多く

なっています。 
 

 
（出典）住民基本台帳(令和２年９月末現在) 

 

（２）人口の推移及び推計 

平成 17年から平成 27年における総人口の推移を見ると、一貫して減少しています。また、年齢区

分ごとにみると、 15歳未満」 15～64 歳」は減少傾向にある一方、 65歳以上」は増加傾向にあり、

少子高齢化が進んできたことが分かります。 

また、令和２年以降の総人口の推計を見ると、令和 22年の・ 65 歳以上」を除くすべての年齢区分

で減少しており、令和 27 年・（2045 年）の人口は、令和２年と比較すると約３割減少することが予想

されます。 

 

（出典）平成 17 年～平成 27 年まで・ 総務省・ 国勢調査」、令和２年以降・ 国立社会保障・・人口問題研究所

 日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」を基に作成  
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（３）高齢化率及び高齢者数の推計 

本市の高齢化率は今後も上昇する見込みであるものの、高齢者数は令和２年をピークに団塊ジュニ

ア世代が高齢者となる令和 22年・（2040 年）まで減少に転じることが分かります。また、後期高齢者

数（75歳以上の人数）は令和 12年（2030 年）まで増加した後に減少に転じる見込みです。 

 

 
（出典）平成 17 年～平成 27 年まで・ 総務省・ 国勢調査」、令和２年以降・ 国立社会保障・・人口問題研究所

 日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」を基に作成 

 

（４）要介護認定者数の推移と推計 

認定者数は年々増加し、令和２年の認定者数は 4,369 人となっています。団塊の世代が 75歳を迎

える令和７年・（2025 年）には、4,815 人となり、令和２年と比較すると 10.2％増加する見込みです。 

 

 
（出典）地域包括ケア 見える化」システム  
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（５）たつの市の介護保険事業の状況 

 

たつの市の第１号被保

険者 1 人あたりの給付額

は、在宅サービスでは国

や県と比べると１割程度

多く、一方で施設及び居

住系サービスは大きく下

回っています。 

これは、たつの市の高

齢者が地域での・ 在宅」を

基本とした介護サービス

を利用していることが考

えられます。 

 

たつの市の受給者 1 人

あたりの給付額は、近年

増加が続いていますが、

国や県の給付額と比べる

と低い額となっていま

す。今後も適切な介護サ

ービス利用となるよう給

付の適正化の取組が必要

となります。 

 

たつの市の要支援・要

介護認定率は近年少しず

つ上昇しています。国や

県の認定率と比べると概

ね低い認定率となってお

り、今後も住み慣れた地

域で自立した生活を続け

られるように様々な介護

予防事業が重要となりま

す。 
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 計画の基本理念と計画の基本目標 
 

[基本理念] 

 

 

 

 

 

[基本目標] 

 

 

 

 

 

 

 

 計画の体系 
 

基本目標 施策の方向 

１ 地域包括ケアシステムの構築 

① 自立支援、介護予防・重度化防止の推進 重点施策 

② 在宅医療・介護連携の推進 

③ 生活支援の推進 

④ 高齢者の居住安定施策の推進 

⑤ 地域ケア会議の推進 

⑥ 地域包括支援センターの機能強化 

⑦ 人材確保及び資質の向上 

⑧ 介護に取り組む家族等への支援の充実 

⑨ 業務効率化の取組 

⑩ 災害や感染症に対する体制整備 

２ 地域共生社会の実現 

① 地域共生社会の推進 

② 支え合う地域づくりの推進 重点施策 

③ 高齢者の社会参加の推進 

３ 認知症施策推進大綱等を踏まえた 

認知症施策の推進 

① 認知症施策の推進 重点施策 

② 成年後見制度の利用促進 

４ 介護サービス基盤の更なる拡充と 

介護保険事業の適正化の推進 

① 介護サービス基盤の整備 

② 介護保険事業の適正化の推進 

  

１．地域包括ケアシステムの構築 

２．地域共生社会の実現 

３．認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 

４．介護サービス基盤の更なる拡充と介護保険事業の適正化の推進 

「福祉・医療・保健」の連携のもと 

高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるまちづくり 
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 日常生活圏域の設定 
 

日常生活圏域の設定については、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、介護サービスを提

供するための施設の整備状況等を総合的に勘案し、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよう

定めることになっています。 

本市では、第７期計画と同様に、人口規模や生活の実状を勘案して５つの日常生活圏域を設定し、圏

域ごとに 地域包括ケアシステム」の深化・推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏 域 名 地  区 圏域総人口 高齢者数 高齢化率 

龍野東圏域 小宅・誉田・神岡 23,442 人 5,923 人 25.3% 

龍野西圏域 龍野・揖西・揖保 16,638 人 5,306 人 31.9% 

新宮圏域 新宮町 13,698 人 4,739 人 34.6% 

揖保川圏域 揖保川町 11,809 人 3,569 人 30.2% 

御津圏域 御津町 10,408 人 3,679 人 35.3% 

資料 住民基本台帳（令和２年３月末現在） 

  

新宮圏域 

龍野東圏域 
（小宅・誉田・神岡地区） 

御津圏域 

揖保川圏域 

龍野西圏域 
（龍野・揖西・揖保地区） 
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 施策の展開及び重点施策における目標の設定 
 

 

 

〇自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

新規の要支援・要介護認定者数

目標値 （単位：人） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1,100 1,050 1,000 

 

施策の方向 取 組 

①自立支援、介護予防・ 

重度化防止の推進 重点施策 

高齢者が住み慣れた地域でいつまでも在宅生活を継続していくために

は、利用者の状況やニーズに応じた自立支援に資する多様なサービスを充

実していく必要があります。 

本市では、利用者の身体の状況に応じ、市民や事業者等への自立支援・・

介護予防に関する啓発に取り組んでいますが、今後も引き続き各事業を推

進していきます。 

②在宅医療・介護連携の推進 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを続けることができるよう、地域の関係機関が連携して、包

括的かつ継続的な在宅医療・介護を一体的に提供していきます。 

③生活支援の推進 日常生活の安全・・安心の確保や、自立した生活を営むことができるよう、

介護保険サービスだけでなく、日常生活を支援する取組の充実を進めま

す。 

④高齢者の居住安定施策の 

推進 

介護サービスを利用しながら在宅で生活を続けたいと希望する高齢者

のために、住宅改造助成制度の利用促進や相談体制の充実を通じて、多様

なニーズに対応した快適な住まいを整備します。 

⑤地域ケア会議の推進 地域ケア会議の目的である・「高齢者個人に対する支援の充実とそれを支

える社会基盤の整備」や・「個別課題」「ネットワーク構築」「地域課題発見」

「地域づくり・資源開発」「政策形成」などの機能が効果的に発揮できる

よう関係課、関係団体等と連携を強化して・「地域包括ケアシステム」の構

築を推進していきます。 

⑥地域包括支援センターの 

機能強化 

地域包括支援センターは、高齢者の総合相談窓口、在宅医療・・介護連携

の中核としての役割、地域ケア会議の開催等、役割が益々重要になってい

ることから、地域包括支援センターの機能強化を図るために、必要な人員

体制の充実や予算確保を行っていきます。 

⑦人材確保及び資質の向上 介護現場の労働環境や処遇の改善に向け、国や県と連携し、介護分野で

働くことが魅力的に感じられるような体制づくりに取り組みます。また、

多様な人材の確保や育成、生産性の向上を通じた労働負担の軽減を推進す

るとともに、介護報酬の処遇改善加算等を積極的に活用するよう介護事業

所に対して働きかけを行います。 

⑧介護に取り組む家族等への 

支援の充実 

在宅で介護等を担う家族等の介護離職の防止や介護負担の軽減を図る

ため、相談支援体制の強化など生活と介護の両立を支援する取組を推進し

ます。 

地域包括ケアシステムの構築 基本目標１ 
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施策の方向 取 組 

⑨業務効率化の取組 介護人材の確保と併せて、ロボット、ICT 等の活用により、より少ない

人手でも回る医療・・福祉の現場を実現することが必要となってきます。本

市においても、補助金等の活用促進、先進事例の情報提供等を進め、介護

業務の効率化に取り組んでいきます。 

⑩災害や感染症に対する 

体制整備 

介護事業所等と連携し防災や感染症対策についての周知啓発、研修、訓

練の実施が重要となります。また、関係団体が連携した災害・・感染症発生

時の支援・応援体制を活用していきます。 

さらに、平時から ICT を活用した会議の実施等による業務のオンライ

ン化について、災害・感染症対策として検討を進めます。 

 

 

 

 

〇支え合う地域づくりの推進 

在宅高齢者の割合 

目標値 （単位：％） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

97.6 97.7 97.8 

 

施策の方向 取 組 

①地域共生社会の推進 地域共生社会の実現に向け、協議体と連携し、地域における課題解決の

推進や住民に身近な圏域で相談を丸ごと受け止める場の体制整備を行う

ことにより、我が事・丸ごとの地域づくりを推進します。 

②支え合う地域づくりの推進 

 重点施策 

行政による啓発活動、各種団体・・組織をネットワーク化していくための

支援、情報提供などの支援を行うことで、市民が主体となった地域福祉を

推進します。 

③高齢者の社会参加の推進 高齢者が生きがいを持ち、住み慣れた地域で、健康で自立した生活が続

けられるように、高齢者自らも社会を支える一員として積極的に社会参加

しやすい体制づくりを推進します。 

  

地域共生社会の実現 基本目標２ 
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〇認知症施策の推進 

要支援・要介護認定者のうち認

知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ

以上の方の在宅率 

目標値 （単位：％） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

79.3 79.5 80.0 

 

施策の方向 取 組 

①認知症施策の推進 

 重点施策 

認知症高齢者が尊厳を保ちながら穏やかな生活をおくり、家族も安心し

て日常生活を営むことができるようにするためには、市民が認知症につい

て理解し、地域全体で認知症高齢者の生活を支えていくことが必要です。

とりわけ、認知症高齢者を介護する家族の多くは、他の人になかなか介護

の大変さを理解してもらえないといった悩みを抱えていることから、問題

を抱え込んでしまうことがないように、気軽に相談できる体制を整備する

とともに、介護者の精神的ストレスの軽減を図る取組を推進します。 

②成年後見制度の利用促進 成年後見制度が、判断能力の不十分な高齢者等を支える重要な手段であ

るにもかかわらず十分に利用されていないこと、後見等の開始後に本人や

その親族・・後見人を支援する体制が十分に整備されていないことなど、成

年後見制度の利用について、様々な課題があげられていることから、諸課

題を解決するとともに、周知を図ります。 

 

 

 

 

施策の方向 取 組 

①介護サービス基盤の整備 高齢者が住み慣れた地域で生活が継続できるよう、介護サービス事業所

の整備を行うとともに、介護サービスの量的確保及び質的向上に努めま

す。 

また、近年、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅が増加し

ており、多様な介護ニーズの受け皿となっている状況を踏まえ、特定施設

入居者生活介護も含め、設置状況や要介護者等の人数、利用状況等を勘案

し、適切な介護サービスを確保していきます。 

②介護保険事業の適正化の推進 要介護認定調査の平準化、ケアプランや住宅改修等の点検・・調査、介護

報酬と医療費との突合、利用者への介護給付費のお知らせ等を行い、介護

給付費の適正化を推進します。 

  

認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 基本目標３ 

介護サービス基盤の更なる拡充と介護保険事業の適正化の推進 基本目標４ 
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 介護保険事業費の見込み 
 

（１）介護保険サービスの重点整備 

①地域密着型サービス 

本市においては、定期巡回・随時対応型訪問介護看護をはじめ各圏域に小規模多機能型居宅介護

及び看護小規模多機能型居宅介護が整備されています。しかしながら、利用が進んでいないことか

ら第８期計画期間の地域密着型サービスの整備については、既存事業所の活用を促進することとし

ます。 

また、指定特定施設（有料老人ホーム等の特定施設が介護保険法に基づく指定を受けて、介護サ

ービスも合わせて提供するもの。）は、要介護度が低いものの認知症状への対応や夜間の介護が必要

など、在宅介護が困難で施設入所が必要な人へのサービスとして、計画的に整備を行います。 

 

区 分 
令和 2 年度末 

時点整備数 

第８期計画年度整備数 令和５年度末 

時点整備数 令和３年度 令和 4 年度 令和５年度 

認知症対応型 
共同生活介護 

9（108） ― ― ― 9（108） 

地域密着型 
介護老人福祉施設 
入所者生活介護 

1（20） ― ― ― 1（20） 

地域密着型特定施
設入居者生活介護 

0 ― ― 1（29） 1（29） 

小規模多機能型 
居宅介護 

8 ― ― ― 8 

認知症対応型 
通所介護 

1 ― ― ― 1 

定期巡回・随時対
応型訪問介護看護 

1 ― ― ― 1 

看護小規模多機能
型居宅介護 

5 ― ― ― 5 

地域密着型 
通所介護 

15 ― ― ― 15 

※（ ）内は、施設・居住系の定員数 

 

②施設系サービス 

施設サービスについては、居宅サービスや地域密着型サービスを整備する中で、施設入所待機者

の減少を図ることとし、令和２年度末時点の整備状況を維持するものとします。 

介護医療院については、現在のところサービスを提供する介護療養型医療施設からの転換や新た

な整備の意向のある法人等がないことから、第８期計画期間中の整備は行わないこととします。 

 

区 分 
令和２年度末 

時点整備数 

第８期計画年度整備数 令和５年度末 

時点整備数 令和３年度 令和 4 年度 令和５年度 

介護老人福祉施設 6（395） （３） ― ― 6（398） 

介護老人保健施設 4（319） ― ― ― 4（319） 

介護療養型医療施設 0（0） ― ― ― 0（0） 

介護医療院 0（0） ― ― ― 0（0） 

※（ ）内は、施設の定員数。 



 

 

12 

 

（２）第８期計画における総給付費の見込み 

令和３年度から令和５年度までの総給付費の見込額は、以下のとおりです。 

単位 千円 

区 分 令和３年度 令和 4 年度 令和５年度 3 年間の合計 

居宅サービス 2,857,766 2,986,443 3,100,157 8,944,366 

地域密着型サービス 1,291,673 1,327,015 1,384,936 4,003,624 

介護保険施設サービス 1,955,552 1,959,911 1,962,943 5,878,406 

介護予防サービス 148,855 152,634 155,321 456,810 

地域密着型介護予防サービス 14,608 16,176 16,176 46,960 

総給付費 6,268,454 6,442,179 6,619,533 19,330,166 

 

 

（３）標準給付費の見込み 

令和３年度から令和５年度までの標準給付費の見込額は、以下のとおりです。 

単位 円 

区 分 令和３年度 令和 4 年度 令和５年度 3 年間の合計 

総給付費 6,268,454,000 6,442,179,000 6,619,533,000 19,330,166,000 

特定入所者介護サービス費等

給付額 
123,828,447 111,433,650 113,663,793 348,925,890 

高額介護サービス費等給付額 99,265,747 99,983,002 101,983,981 301,232,730 

高額医療合算介護サービス費

等給付額 
1,777,508 1,811,370 1,847,621 5,436,499 

算定対象審査支払手数料 5,643,162 5,750,676 5,865,750 17,259,588 

標準給付費見込額（Ａ） 6,498,968,864 6,661,157,698 6,842,894,145 20,003,020,707 

 

 

（４）地域支援事業費の見込み 

令和３年度から令和５年度までの地域支援事業費の見込額は、以下のとおりです。 

単位 円 

区 分 令和３年度 令和 4 年度 令和５年度 3 年間の合計 

介護予防・日常生活支援 

総合事業費（Ｂ） 
153,448,000 153,448,000 153,448,000 460,344,000 

包括的支援事業・任意事業費 154,818,000 154,818,000 154,818,000 464,454,000 

地域支援事業費見込額（Ｃ） 308,266,000 308,266,000 308,266,000 924,798,000 

 

  



 

 

13 

（５）第１号被保険者負担分相当額 

令和３年度から令和５年度までの標準給付費見込額、地域支援事業費見込額の合計額に対して、第

１号被保険者の負担率 23％を乗じた値が第１号被保険者負担分相当額となります。 

 

 

 
 

単位 円 

区 分 令和３年度 令和 4 年度 令和５年度 3 年間の合計 

第１号被保険者 
負担分相当額（Ｄ） 

1,565,664,019 1,602,967,451 1,644,766,833 4,813,398,303 

 

 

（６）保険料収納必要額 

令和３年度から令和５年度までの第８期計画期間に要する、保険料収納必要額は以下のとおりで

す。 

単位 円 

区 分 令和３年度～令和５年度 

第１号被保険者負担分相当額（Ｄ） 4,813,398,303 

調整交付金相当額（Ｅ） 1,023,168,235 

調整交付金見込額（Ｆ） 620,265,000 

準備基金取崩額（Ｇ） 300,000,000 

保険者機能強化推進交付金等の交付見込額（Ｈ） 30,000,000 

保険料収納必要額（Ｄ＋Ｅ－Ｆ－Ｇ－Ｈ） 4,886,301,538 

 

 

（７）保険料基準額の算定 

令和３年度から令和５年度までの介護保険料基準額は以下のとおりです。 

  

第１号被保険者負担分相当額（Ｄ） 

＝（標準給付費見込額（Ａ）＋地域支援事業費見込額（Ｃ））×23％（第１号被保険者負担率） 

令和３年度～令和５年度 

保険料基準額 ＝ 保険料収納必要額 ÷ 予定保険料収納率（99.0％） 

÷ 所得段階別加入割合補正後第１号被保険者数（72,163人） 

÷ 12か月 

≒ 介護保険料基準額（月額）   
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（８）第８期計画期間における介護保険料 

第８期計画期間における所得段階別の介護保険料は以下のとおりです。 

所得段階 
介護保険料 

（月額） 
対象者の内容 

第１段階 0.50 2,850 円 

生活保護被保護者・世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金受給者 

世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の課税年金収入額と年金 

以外の合計所得金額の合計額が 80 万円以下の方 

第２段階 0.75 4,275 円 
世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の課税年金収入額と年金 

以外の合計所得金額の合計額が 80 万円を超え、120 万円以下の方 

第３段階 0.75 4,275 円 
世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の課税年金収入額と年金 

以外の合計所得金額の合計額が 120 万円を超える方 

第４段階 0.90 5,130 円 

本人が市民税非課税者、世帯に市民税課税者がいる方で 

本人の前年の課税年金収入額と年金以外の合計所得金額の合計額が

80万円以下の方 

第５段階 1.00 
5,700 円 

（基準額） 

本人が市民税非課税者、世帯に市民税課税者がいる方で 

本人の前年の課税年金収入額と年金以外の合計所得金額 

の合計額が 80 万円を超える方 

第６段階 1.20 6,840 円 
本人が市民税課税で、本人の前年の合計所得金額が 120 万円 

未満の方 

第７段階 1.30 7,410 円 
本人が市民税課税で、本人の前年の合計所得金額が 120 万円 

以上 210 万円未満の方 

第８段階 1.50 8,550 円 
本人が市民税課税で、本人の前年の合計所得金額が 210 万円 

以上 320 万円未満の方 

第９段階 1.70 9,690 円 
本人が市民税課税で、本人の前年の合計所得金額が 320 万円 

以上 400 万円未満の方 

第 10 段階 1.75 9,975 円 
本人が市民税課税で、本人の前年の合計所得金額が 400 万円 

以上の方 

 

 

（９）低所得者軽減 

低所得者の保険料軽減強化のため、第 1 段階から第 3 段階までの人を対象に、公費を投入し介護

保険料の軽減を行います。 

 軽減前の保険料率 軽減後の保険料率 軽減後の介護保険料

（月額） 

第１段階 0.5 0.3 1,710 円 

第２段階 0.75 0.5 2,850 円 

第３段階 0.75 0.7 3,990 円 

 

  



 

 

15 

 圏域別介護保険サービス基盤整備の状況 

各圏域別の介護保険サービス施設の整備状況は下記のとおりです。 

サービス種別 
圏 域 名 

龍野東 龍野西 新 宮 揖保川 御 津 

居 

宅 

系 

居宅介護支援 10 6 3 4 3 

訪問介護 8 2 0 1 2 

訪問入浴介護 0 0 0 1 0 

訪問リハビリテーション 28 10 8 10 12 

居宅療養管理指導 41 15 18 19 20 

訪問看護 37 12 9 13 14 

通所介護 6 4 2 3 3 

通所リハビリテーション 9 6 4 3 6 

短期入所生活介護 1 1 1 2 1 

短期入所療養介護 0 1 2 1 1 

福祉用具貸与 3 2 0 0 1 

福祉用具販売 3 2 0 0 1 

特定施設入居者生活介護 0 1 2 0 0 

地 

域 

密 

着 

型 

認知症対応型共同生活介護 2（36） 2（18） 1（18） 2（18） 2（18） 

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護 
0 0 1（20） 0 0 

小規模多機能型居宅介護 2 1 1 3 1 

認知症対応型通所介護 0 1 0 0 0 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
0 1 0 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 1 1 1 1 1 

地域密着型通所介護 3 6 4 1 1 

施 

設 

系 

介護老人福祉施設 1（80） 1（80） 1（65） 2（110） 1（60） 

介護老人保健施設 0 1（54） 1（90） 1（96） 1（29） 

介護療養型医療施設 0 0 1（8） 0 0 

総 

合 

事 

業 

第１号訪問（相当サービス） 8 2 0 1 1 

第１号訪問（緩和サービス） 7 2 0 1 1 

第１号通所（相当サービス） 9 10 6 4 2 

第１号通所（緩和サービス） 8 7 6 3 2 

※( )内は、施設居住系の定員数 ※医療みなし含む。           (令和２年９月末現在) 
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